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±1.5%（許容差） 
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0.2㎜

JSCE-G 504-2013 設計基準強度
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テストハンマーによる
強度推定調査

品質に異常が認められた場合に
行う。

鉄筋コンクリート擁壁及びカル
バート類で行う。その他の構造物
については強度が同じブロックを
１構造物の単位とし、各単位につ
き3ヶ所の調査を実施。また、調
査の結果、平均値が設計基準強
度を下回った場合と、１回の試験
結果が設計基準強度の85%以下
となった場合は、その箇所の周辺
において、再調査を5ヶ所実施。
材齢28日～91日の間に試験を行
う。

JIS A 1116
JIS A 1118
JIS A 1128

ひび割れ調査

スランプ試験

コンクリートの圧縮強
度試験

・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と
工事の規模に応じて20から
150m3ごとに1回。なおテストピー
スは、打設場所で採取し、1回に
つき6個（σ7…3個、σ28…3個）
とする。
・早強セメントを使用する場合に
は、必要に応じて1回につき3個
（σ3）を追加で採取する。

 （無筋コンクリートの場合）
 打設日１日につき２回（午前・午
 後）実施し、さらに100m3を超える
 ごとに１回追加する。
 ただし、最初の２回までは６個（σ
 ７、σ28 ）とし、３回目以降は３個
 （σ28 ）とする。
 （鉄筋コンクリートの場合）
 打設日１日につき２回（午前・午
 後）実施し、さらに５０m3を超える
 ごとに１回追加する。
 ただし、最初の２回までは６個（σ
 ７、σ28 ）とし、３回目以降は３個
 （σ28 ）とする。

・荷卸し時
1回／日以上、構造物の重要度と
工事の規模に応じて20m3～
150m3ごとに1回及び荷卸し時に
品質変化が認められた時。

・荷卸し時
１回/日以上、構造物の重要度と
工事の規模に応じて20m3～
150m3ごとに1回、及び荷卸し時
に品質変化が認められた時。 た
だし、道路橋鉄筋コンクリート床
版にレディーミクストコンクリートを
用いる場合は原則として全運搬
車測定を行う。
・道路橋床版の場合、全運搬車
試験を行うが、スランプ試験の結
果が安定し良好な場合はその後
スランプ試験の頻度について監
督職員と協議し低減することがで
きる。

スランプ5㎝以上8㎝未満 ： 許容差±1.5
㎝
スランプ8㎝以上18㎝以下 ： 許容差±2.5
㎝
スランプ2.5cm ： 許容値±1.0㎝

1回の試験結果は指定した呼び強度の
85％以上であること。
3回の試験結果の平均値は、指定した呼
び強度以上であること。
（1回の試験結果は、3個の供試体の試験
値の平均値）

スケールによる測定

打設日1日につき2回（午前・午
後）の割りで行う。なおテストピー
スは打設場所で採取し、1回につ
き原則として3個とする。

そ
の
他

コンクリートの洗い分
析試験

空気量測定

コンクリートの曲げ強
度試験（コンクリート舗
装の場合、必須）

コアによる強度試験

・小規模工種（※1）で１工種当りの総使
用量が50m3未満の場合は1工種1回以
上の試験、またはレディーミクストコンク
リート工場（JISマーク表示認証工場）の
品質証明書等のみとすることができる。1
工種当たりの総使用量が50m3以上の場
合は、50m3ごとに1回の試験を行う。

※1　小規模工種とは、以下の工種を除く
工種とする。（橋台、橋脚、杭類（場所打
杭、井筒基礎等）、橋梁上部工（桁、床
板、高欄等）、擁壁工（高さ1m以上）、函
渠工、樋門、樋管、水門、水路（内幅2m
以上）、護岸（※2）、ダム及び堰、トンネ
ル、舗装、その他これらに類する工種及
び特記仕様書で指定された工種）

※2 コンクリートブロック積（張）施工に
おいて、総使用量が10m3未満であるレ
ディーミクストコンクリート工場(JISマーク
表示認証工場)の出荷製品は、品質証明
書等のみとすることができる。

設計図書による。

1回の試験結果は指定した呼び強度の
85％以上であること。
3回の試験結果の平均値は、指定した呼
び強度以上であること。

高さが、5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁
壁、内空断面積が25m2以上の鉄筋コン
クリートカルバート類、橋梁上・下部工及
び高さが3m以上の堰・水門・樋門を対
象。（ただし、いずれの工種についても、
プレキャスト製品及びプレストレスとコン
クリートは対象としない）
また、再調査の平均強度が、所定の強
度が得られない場合、もしくは１ヶ所の強
度が設計強度の85%を下回った場合は、
コアによる強度試験を行う。
工期等により、基準期間内に調査を行え
ない場合は監督職員と協議するものとす
る。

高さが、5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁
壁、内空断面積が25m2以上の鉄筋コン
クリートカルバート類、橋梁上・下部工及
び高さが3m以上の堰・水門・樋門を対象
（ただし、いずれの工種についても、プレ
キャスト製品及びプレストレスとコンク
リートは対象としない）とし構造物躯体の
地盤や他の構造物との接触面を除く全
表面とする。
フーチング・底版等で竣工時に地中、水
中にある部位については竣工前に調査
する。
ひび割れ幅が0.2㎜以上の場合は、「ひ
び割れ発生状況の調査」を実施する。
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」により施工完了時のひび
割れ状況を調査する場合は、ひび割れ
調査の記録を同要領（案）で定める写真
の提出で代替することができる。

本数
総延長
最大ひび割れ幅等

3


